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地域社会を支える自治体と公共サービスの確立にむけた基本要求

　地方自治の確立にむけた貴職のご尽力に敬意を表します。

　自治労は、第86回定期大会を開催し、当面する諸課題に対する取り組み方針を決定いたしました。この方針に基づき、下記の事項について要求しますので地方自治と地方分権を推進する立場に立って、その実現に努力されるよう要請します。同時に、自治体に働くすべての職員の権利と労働条件の改善のための施策の推進を求めます。

記

1.　地方公務員の給与決定について、この間の自治体関係者の意見を受け止めるとともに、地公法第24条３項の趣旨を踏まえた自治体の自己決定を尊重すること。

2.　地域社会を活性化させ、行政サービスを安定的に提供するためには、地方財源の総額の確保と充実が不可欠である。そのため、増大する財政需要を的確に把握し、地方財政計画、地方交付税の充実強化をはかること。また、リーマンショック後の対策として臨時的に創設された地方財政計画の「歳出特別枠」については引き続き確保すること。あわせて、自治体間の固有の財源である地方交付税に関して、「行革努力」「地方経済活性化の成果」の２つの観点から新たな算定方式を導入することについては、国の政策実現のために地方交付税を補助金化するものであるため、そのような見直しは行わないこと。

3.　国家公務員制度改革基本法および再三にわたるＩＬＯの勧告に基づき、地方公務員の労働基本権の回復を含む自律的労使関係制度を措置すること。

4.　地方分権改革の推進にむけ、国と地方がそれぞれ必要な役割を果たすことを基本に、国から自治体への大幅な権限移譲を着実に進めること。同時に、税財源の配分のあり方を見直し、権限に見合った地方税財源の充実確保をはかること。

5.　医療、福祉などの社会保障関連サービスについては、いずれの地域であっても誰もが安心して生活できるための基盤であることから、国の責任を明確にした上で、各自治体が適切な水準のサービスを提供するため、とくに社会保障費に係る地方単独事業について十分な財源措置を講じること。また、地域医療の基幹的役割を担っている公立病院に対し、その役割と機能が十分に果たせるよう医療従事者の確保および財政措置等を含めた積極的支援措置を講じること。

6.　各自治体に働く臨時・非常勤職員について、行政サービスにとって欠かすことのできない存在となっている実態を直視し、その劣悪な処遇と不安定な雇用を改善するため、①非常勤職員に手当支給を可能とする地方自治法の改正、②均等待遇を求めるパート労働法、改正労働契約法の趣旨を十分踏まえた法整備等の実現をはかること、③自治体における任期の定めのない短時間公務員制度の創設をはかること。同時に、質の高い行政サービスを安定的に供給できるための人員体制にむけた財源を確保すること。

7.　東日本大震災の被災自治体が地域の実情に応じた復旧・復興を進めるには、行政機能の回復・強化が必要であるため、国の責任において深刻な人材不足に対する抜本対策を講じるとともに、被災自治体や被災自治体に職員を派遣する自治体職員へのメンタルヘルスケア対策を実施すること。

8.　福島第一原発の事故のため自治体機能を移転した自治体および避難指示区域などを抱える自治体について、住民の生活再建にむけて国の責任において予算等を確保すること。また、復旧・復興の見通しが立っておらず、存続そのものが問われる事態となっていることから、当該自治体・住民の意見を十分尊重しつつ、自治体のあり方をめぐる議論を進めること。

以　　上　　

